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独立行政法人 労働者健康福祉機構の概要

１．設立目的

、 、療養施設及び労働者の健康に関する業務を行う者に対して研修 情報の提供

相談その他の援助を行うための施設の設置及び運営等を行うことにより労働者

の業務上の負傷又は疾病に関する療養の向上及び労働者の健康の保持増進に関

する措置の適切かつ有効な実施を図るとともに、未払賃金の立替払事業等を行

い、もって労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。

２．設立時期 平成１６年４月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 、 （ 、 ））役 員 ７名 理事長１名 理事４名 監事２名 うち １名は非常勤

職 員 １５，６０９名（本部１１１名、施設１５，４９８名）

４．業務概要

（１）療養施設の設置及び運営

労災病院(労災看護専門学校を含む)、労災疾病研究センター、勤労者予防

医療センター、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターに

おいて労災疾病に関する予防から治療、リハビリテーション等を実施。

（２）労働者の健康に関する業務を行う者に対する援助等を行う施設の設置及び

運営

産業保健推進センターにおいて、労働者の健康管理等についての知識及び

技能に関する産業医、衛生管理者等への研修、情報の提供及び相談その他の

援助を実施。

（３）未払賃金立替払事業

事業場の倒産等により未払となった賃金等を、事業主に替わって労働者に

支払う事業を実施。

（４）リハビリテーション施設の設置及び運営

労災リハビリテーション作業所において、症状が固定した重度のせき損患

者及び下肢障害者の自立更生のための事業を実施。

（５）納骨堂の設置及び運営

産業災害による殉職者の御霊を合祀するため霊堂を設置し、産業殉職者合

祀慰霊式を実施。
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～経過業務～

（１）療養施設の一部及び休養施設の移譲又は廃止業務

閣議決定等により決定された施設の移譲又は廃止の業務を実施。

（２）労働安全衛生融資に係る債権の管理及び回収業務

廃止した労働安全衛生融資の債権管理及び回収等業務を実施。

５．施設等

労災病院 ３０病院

労災疾病研究センター １３施設

勤労者予防医療センター ９施設

医療リハビリテーションセンター １施設

総合せき損センター １施設

産業保健推進センター １５施設

労災リハビリテーション作業所 ３施設

納骨堂 １施設
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独立行政法人 勤労者退職金共済機構の概要

１．設立目的

中小企業退職金共済法の規定による中小企業退職金共済制度（一般の中小企

業退職金共済制度、特定業種退職金共済制度）を運営するとともに、勤労者の

計画的な財産形成の促進の業務を行うことを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ６名（理事長１名、理事長代理１名、理事２名、監事２名

（うち非常勤１名 ））

職 員 ２６７名

４．業務概要

（１）中小企業退職金共済制度

○一般の中小企業退職金共済制度

中小企業の従業員（雇用形態を問わない）を対象とし、事業主が金融機

関を通じて毎月一定の掛金を納付すると、従業員が退職したときに、機構

から直接当該従業員に退職金が支給される仕組みである。

○特定業種退職金共済制度

特定業種（厚生労働大臣が指定：現在、建設業、清酒製造業、林業の三

業種）において期間雇用される従業員を対象とし、現場で働く期間雇用者

が所持する共済手帳に事業主が雇用日数に応じ共済証紙（日額：建設業３

１０円、清酒製造業３００円、林業４６０円）を貼付し、当該期間雇用者

が業界で働くことをやめたときに、機構から直接当該期間雇用者に退職金

が支給される仕組みである。

（２）勤労者財産形成促進制度

○勤労者財産形成持家融資制度

勤労者の財産形成を促進し、生活の安定を図るため、財形貯蓄を１年以

上行っている勤労者を対象に、勤労者本人が居住する住宅を建設、購入ま

たは改良するために必要な資金を、事業主等を通じて、財形貯蓄残高の10

倍（最高4,000万円）まで低利で融資する仕組みである。
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［所在地］ 東京都豊島区東池袋１丁目２４番１号ニッセイ池袋ビル

［代表者］ 理事長 額賀 信

［設立年月日］ 平成１５年１０月１日

［役職員数］ ２７３名 （平成２５年４月１日現在）

［２５年度予算額］ ７，８０３億円（うち国からの財政支出額８９億円）

［ 根拠法 ］ 中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）

［設立経緯］
昭和３４年 ７月 １日 中小企業退職金共済事業団設立。
昭和３９年１０月１５日 建設業退職金共済事業を開始することに伴い、建設業退職金共済組

合設立。
昭和４２年 ９月 １日 清酒製造業退職金共済事業を開始することに伴い、清酒製造業退職

金共済組合設立。
昭和５６年１０月 １日 建設業退職金共済組合と清酒製造業退職金共済組合を統合して建設

業・清酒製造業退職金共済組合を設立。
昭和５７年 １月 １日 林業退職金共済事業を開始することに伴い、建設業・清酒製造業退

職金共済組合を建設業・清酒製造業・林業退職金共済組合に変更。
平成１０年 ４月 １日 中小企業退職金共済事業団と建設業・清酒製造業・林業退職金共済

組合を統合して勤労者退職金共済機構を設立。
平成１５年１０月 １日 独立行政法人勤労者退職金共済機構に移行。
平成２３年１０月 １日 独立行政法人雇用・能力開発機構の廃止に伴い財形業務等について

独立行政法人勤労者退職金共済機構に移管。

［設立目的］
機構は、中小企業退職金共済制度の運営及び勤労者の計画的な財産形成の促進業務を行うことを

目的とする法人として設置されるものである。上記の目的を達成するため、次の業務を行うこととされて
いる。

１ 中小企業退職金共済事業（附帯する業務を含む）を行うこと。
２ 勤労者財産形成持家融資業務（附帯する業務を含む）を行うこと。

［業務概要］

１ 一般の中小企業退職金共済制度
中小企業の従業員（原則として期間雇用者等を除く全従業員）を対象とし、事業主が金融

機関を通じて毎月一定の掛金を納付すると、従業員が退職したときに、機構から直接当該従
業員に退職金が支給される制度の運営。

２ 特定業種退職金共済制度
特定業種（厚生労働大臣が指定：現在、建設業、清酒製造業、林業の三業種）において期

間雇用される従業員を対象とし、現場で働く期間雇用者が所持する共済手帳に事業主が雇用
日数に応じ共済証紙（日額：建設業３１０円、清酒製造業３００円、林業４６０円）を貼付
し、当該労働者が業界で働くことをやめたときに、機構から直接当該労働者に退職金が支給
される制度の運営。

３ 勤労者財産形成促進制度
勤労者の財産形成を促進し、生活の安定を図るため、財形貯蓄を行っている勤労者を対象

に、事業主を通じて貯蓄残高の10倍（最高4,000万円）までを低利で融資する制度の運営。

勤労者退職金共済機構の概要
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独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構の概要

１．設立目的

高年齢者等を雇用する事業主等に対する給付金の支給、高年齢者等の雇用に関する技

術的事項についての事業主等に対する相談その他の援助、障害者の職業生活における自

立を促進するための施設の設置及び運営、障害者の雇用に伴う経済的負担の調整の実施

その他高年齢者等及び障害者の雇用を支援するための業務並びに求職者その他の労働者

の職業能力の開発及び向上を促進するための施設の設置及び運営の業務等を行うことに

より、高年齢者等及び障害者並びに求職者その他の労働者の職業の安定その他福祉の増

進を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与することを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

役 員 ８名（理事長１名、理事長代理１名、理事４名、監事２名（うち非常

勤１名 ））

職 員 ３，８９１名

４．業務概要

（１）高年齢者の雇用支援に関する業務

① 高齢者雇用に関する給付金の支給業務

② 高齢者雇用に関する事業主等に対する相談その他の援助業務

（２）障害者の雇用支援に関する業務

① 障害者職業センターの設置運営業務

② 障害者職業能力開発校の運営

③ 障害者雇用納付金関係業務

（３）職業能力開発に関する業務

① 職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校及び職業能力開発促進センター並

びに職業能力開発総合大学校の設置運営等の業務

② 職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律に基づく職業訓練

の認定に関する業務

（４）雇用促進住宅に関する業務（暫定業務）

① 雇用促進住宅を譲渡又は廃止する業務並びに譲渡等するまでの間の管理運営業務
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支
援
訓
練
の
実
施
機
関
に
対
す
る
助
言
・指
導
の
実
施
等

そ
の
他

・
雇
用
促
進
住
宅
を
譲
渡
又
は
廃
止
す
る
業
務
並
び
に
譲
渡
等
す
る
ま
で
の
間
の
管
理
運
営
業
務

組
織

事
業
概
要

独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
の
概
要

役
員
8
名
（
理
事
長
、
理
事
5名
、
監
事
2名
）

※
監
事
に
つ
い
て
は
常
勤
１
名
、
非
常
勤
１
名

職
員
3
,8
9
1
名
（
平
成
25
年
4
月
）

予
算

国
か
ら
の
財
政
支
出
額

7
9
1
億
円
（平
成
2
5年
度
予
算
）
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独立行政法人 労働政策研究・研修機構の概要

１．設立目的

労働政策についての総合的な調査及び研究等並びにその成果の普及を行うと

ともに、その成果を活用して厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員そ

の他の関係者に対する研修を行うことにより、我が国の労働政策の立案及びそ

の効果的かつ効率的な推進に寄与し、もって労働者の福祉の増進と経済の発展

に資することを目的とする。

２．設立時期 平成１５年１０月１日

３．役職員数（平成２５年４月１日現在）

（ 、 、 （ ））役 員 ５名 理事長１名 理事２名 監事２名 うち非常勤１名

職 員 １１２名

４．業務概要

（１）労働政策についての総合的な調査及び研究を行うこと

※ 現在の中期目標期間（平成２４年４月から平成２９年３月まで）においては、中長

期的な労働政策の課題に係る「プロジェクト研究 、厚生労働省からの要請に基づい」

た重要性の高い新たな政策課題に係る「課題研究 、厚生労働省の緊急の調査ニーズ」

に迅速・的確に対応するための「緊急調査」を実施。

（２）労働政策についての情報及び資料を収集し、及び整理すること

（３）労働政策の研究促進のため、研究者及び有識者を海外から招へいし、及び

海外に派遣すること

（４）調査研究結果等の成果の普及及び政策の提言を行うこと

（５）厚生労働省の労働に関する事務を担当する職員等に対する研修を行うこと

8



○
労
働
政
策
の
総
合
的
な
調
査
研
究

労
働
行
政
分
野
の
政
策
課
題
（
雇
用
、
労
働
条
件
、
人
材
育
成
、
労
使
関
係
等
）
に
つ
い
て
、
体
系
的
・
継
続
的
な
研
究
を
実
施
し
、
政
策
の
企
画
、
立
案

及
び
推
進
を
サ
ポ
ー
ト
。

【
サ
ポ
ー
ト
の
具
体
例
】

・
「
今
後
の
派
遣
労
働
者
制
度
の
在
り
方
に
関
す
る
研
究
会
」
に
研
究
員
自
身
が
メ
ン
バ
ー
と
し
て
参
画
し
、
派
遣
労
働
者
等
へ
の
調
査
研
究
を
ベ
ー
ス
に
提
言
を

行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
同
研
究
会
で
は
、
諸
外
国
の
労
働
者
派
遣
に
つ
い
て
も
、
研
究
員
が
報
告
を
行
う
等
、
研
究
会
に
お
け
る
政
策
議
論
に
貢
献
し
て
い
る
。

・
「
雇
用
政
策
研
究
会
」
に
お
い
て
研
究
員
が
委
員
と
し
て
参
画
し
、
若
年
者
雇
用
に
関
す
る
こ
れ
ま
で
の
研
究
成
果
を
ベ
ー
ス
に
意
見
を
述
べ
る
な
ど
、
報
告
書
の

と
り
ま
と
め
に
貢
献
し
た
。

○
労
働
行
政
職
員
研
修

第
一
線
の
労
働
行
政
職
員
（
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
、
労
働
基
準
監
督
署
等
）
を
対
象
に
、
一
般
研
修
・
専
門
研
修
・
管
理
監
督
者
研
修
を
実
施
。

※
平
成
２
５
年
度
当
初
計
画
予
定
で
は
、
研
修
コ
ー
ス
数
7
5
コ
ー
ス
、
3
,4
81
名
の
受
講
者
を
対
象
に
実
施
。

※
労
働
政
策
研
究
を
実
施
し
て
い
る
機
構
が
労
働
大
学
校
を
運
営
す
る
こ
と
に
よ
り
、
研
究
と
研
修
を
連
携
・融
合
し
、
研
究
成
果
の
研
修
へ
の
反
映
や
、
研
修
を
通
じ
て
吸
い
上
げ
た

現
場
の
問
題
意
識
の
研
究
へ
の
反
映
が
図
ら
れ
、
相
乗
効
果
を
上
げ
て
い
る
。

法
人
の
概
要

業
務
の
概
要

理 事 長

国
際
研
究
部

研
究
調
整
部

調
査
・
解
析
部

理 事

所 長

総
合
政
策
部
門

校 長

経
済
社
会
と
労
働
部
門

人
材
育
成
部
門

キ
ャ
リ
ア
支
援
部
門

企
業
と
雇
用
部
門

労
使
関
係
部
門

【
労
働
政
策
研
究
所
】

教
育
担
当

大
学
校
事
務
局

【
労
働
大
学
校
】

【
法
人
本
部
事
務
局
】

研
究
６
部
門

監 事

≪
組
織
図
≫

経
理
部

総
務
部

目
的

内
外
の
労
働
問
題
や
労
働
政
策
に
つ
い
て
、
総
合
的
な
調
査
研
究

等
を
行
う
と
と
も
に
、
そ
の
成
果
を
活
用
し
た
労
働
行
政
担
当
職
員

等
に
対
す
る
研
修
を
実
施
す
る
こ
と
。

設
立
年
次

平
成
1
5
年
1
0
月

※
日
本
労
働
研
究
機
構
（
特
殊
法
人
）
及
び
労
働
研
修
所
（
厚
生
労
働
省
の
施
設
等
機
関
）
を
整
理
・
統
合
し
て
発
足
。

所
在
地

法
人
本
部
・
労
働
政
策
研
究
所
：
東
京
都
練
馬
区
上
石
神
井

労
働
大
学
校
：
埼
玉
県
朝
霞
市

理
事
長

菅
野
和
夫
（
東
京
大
学
名
誉
教
授
、
前
中
央
労
働
委
員
会
会
長
）

役
員

５
人
（
理
事
長
、
理
事
２
、
監
事
２
（
う
ち
１
は
非
常
勤
）
）

職
員

１
１
２
人
（
平
成
２
５
年
４
月
１
日
）

予
算
額

約
２
４
億
円
（
平
成
２
５
年
度
予
定
額
（
運
営
費
交
付
金
）
）

独
立
行
政
法
人
労
働
政
策
研
究
・
研
修
機
構
に
つ
い
て
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